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要　旨

これまで透析医療が災害による被災で操業不能とな
るたびに，日本透析医会をはじめとする透析医療関係
者はその都度，操業不能の透析施設の患者を支援施設
へと送ることで透析継続を続けてきた．1978年の宮
城県沖地震～2019年令和元年東日本台風に至る約 40

年間にわたって，自然災害によって透析不能状態の発
生時に行われた支援を調査した．
その概要については，透析医療が組織的に支援に乗
り出した自然災害は記録が残されている過去 42年間
に 25回あり，大まかな内訳は，地震 11回，気象災害
14回（風水害 13回，雪害 1回）であった．
これらを詳細にレビューし，透析医療における今後
の災害対策について提言した．

1　緒　言

今後の大規模災害発生時に備えた透析医療機関の診
療体制の継続のための対策等を検討するため，過去に
透析医療機関に影響を与え，支援透析等を要し災害時
における透析医療機関の被災状況および透析医療の確
保状況等に関する情報を収集し，災害の種類および被
災患者の属性の検討を含めたレビュー行い，以下に透
析医療における災害対策の調査報告を行うものである．

2　目　的

透析医療は，大量の水道水・電気の安定した供給が

保障されて初めて成立する医療である．現代日本にお
いて，電力・水の供給が絶たれるような事態はほとん
どないが，唯一地震をはじめとする災害によって容易
に透析操業不能となってしまう．そのため，災害対策
の重要性が高く，充実している医療でもある．
これまでにも数々の災害で透析操業不能となってき
たが，我々はその都度操業不能の透析施設の患者を支
援施設へと送ることで透析継続を続けてきた．今回，
これまでに行われた災害時の支援透析の歴史と，その
発展の過程を調査しまとめることとした．

3　対象・方法

これまでに，支援透析を必要とした災害の概要と支
援の方法を調査し，今後の透析災害対策の新たな方向
性を検討する．
災害時の医療支援については，数々の報道や記録か

らさまざまなことが分かっているが，透析医療に関し
ては，どのようなことが行われてきたかを知ることは
容易ではない．支援透析を要した透析施設，透析患者
に関する報告は，基礎資料の性質上以下の 3つの情報
源からのものに限られるからである．

1. 日本透析医会災害時情報ネットワークへの投稿
2. 透析関連雑誌などへの当事者の投稿
3. 本稿著者による実地調査（未発表のもの）
また，災害による透析操業不能と支援透析を定義す
るにあたり，

1. 透析施設全体が 1日以上操業中止となっている
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2. 透析施設が断水・停電などの影響ですべての透
析を行うことができず，他施設に施設として通院
患者の透析を複数名依頼している

ことを条件とした．
施設が正常に操業できている状況で，1～数名が通

院困難な状況となり自宅の近隣の透析施設に 1日～数
日透析を受ける先を変更したケースについては，旅行
透析の延長線とみて支援透析の定義には当たらないこ
ととして集計した．
ここで紹介する支援透析を必要とした災害は他にも
ある可能性はあるものの，上記 3つのリソースに報告
がない場合は，確認することはできない．また，数量
的な記録が不十分で，支援を受けた透析患者数，支援
透析実施日数などは不明のケースも多くみられる．
よって，実際に支援を受けた患者数の正確な数値は，
詳細な記録が残されていないと知ることができないた
め，多くの場合一つの透析施設当たり患者数を類推す

るしかない．推計値は，一施設あたり 40名から 60名
程度が多く，最大でも 100名以下である．よってその
中央値である 50名程度を一施設あたりの被災患者数
として類推するのが，正確な人数に近いものと思われ
る．以上のような条件のもと，調査可能な災害につい
て以下概説する．

4　調査結果

透析操業中止をもたらした災害とその概説 

―支援透析の在り方を中心に―

以下に，これまでに災害時に被災し，支援透析を必
要とした災害を抽出し（表 1），その概要のレビューと，
支援の経過を報告する．災害の概要に続いて，被災施
設数と支援施設数を記したが，報告書には記載がある
ものの，詳細，特に数が不詳であるケースも多い．
また，この報告の趣旨（過去の支援透析を要した大
規模災害）を鑑み，被災施設数を記載するにあたり，

表 1　過去に発生した災害のまとめ

No. 災害事例 災害種類 震度/台風 年度 被災数 支援機関

1 宮城県沖地震 地震 1 5強 1978 1以上 1以上

2 浦河沖地震 地震 2 6弱 1982 1 1以上

3 長崎大水害 風水害 1 台風なし 1982 不詳 不詳

4 鹿児島 8・6水害 風水害 2 台風なし 1993 3 1以上

5 阪神・淡路大震災 地震 3 7 1995 51 51以上

6 東海豪雨 風水害 3 台風 14号 2000 10 22

7 豊岡・淡路・徳島水害 風水害 4 台風 23号 2004 4 5

8 新潟県中越地震 地震 4 7 2004 3 4＋α

9 福岡県西方沖地震 地震 5 6弱 2005 1 2

10 能登半島地震 地震 6 6強 2007 2 11

11 新潟県中越沖地震 地震 7 6強 2007 1 2

12 東日本大震災 地震 8 7 2011 315 315以上

13 紀伊半島大水害 風水害 5 台風 12号 2011 1 1～3

14 平成 25年 7月豪雨 風水害 6 台風なし 2013 2 2

15 鬼怒川水害 風水害 7 台風なし 2015 3 6以上

16 平成 28年豪雪（福岡） 雪害 1 台風なし 2016 9 不詳

17 熊本地震 地震 9 7 2016 30 60

18 平成 28年台風 10号 風水害 8 台風 10号 2016 1 不詳

19 平成 29年九州北部豪雨 風水害 9 台風なし 2017 1 12

20 大阪府北部地震 地震 10 震度 6弱 2018 7 不詳

21 西日本豪雨 風水害 10 台風 7号 2018 9 不詳

22 平成 30年台風 21号 風水害 11 台風 21号 2018 13 不詳

23 北海道胆振東部地震 地震 11 7 2018 61 62

24 令和元年房総半島台風 風水害 12 台風 15号 2019 18 不詳

25 令和元年東日本台風 風水害 13 台風 19号 2019 15 不詳
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災害により何らかの被害を受けたのみならず，支援透
析を必要として実際に支援を受けた施設数を集計した．

①　宮城県沖地震
　　1978年 6月 12日　M7.4　震度 5　（地震 1）
　　被災施設数＜1以上，支援施設数＝不詳
透析医療が国民的医療として一般化して初めての巨
大地震被災．この震災の被災状況をもとに，建築基準
法の新耐震基準が作成されることになった．
当時の記録では，透析室が自然災害に被災したこと
に対しての驚きや衝撃が強かったこともあり，被害状
況を散文的に記し，被害と復旧への努力が綴られてい
る．これまでの地震と透析の記録で唯一患者のベッド
からの転落および血液回路の抜針などが報告されてい
るが，記録として数量的な報告はなされていないため，
被災施設数，被災患者数，支援施設数，支援期間など
は全て不明である1～4）．

②　浦河沖地震
　　1982年 3月 21日　M7.1　震度 6　（地震 2）

被災施設数＝1，支援透析先＝1，被災患者数＝
15名程度（概算）

断水 7日間，停電 11時間に加え，カウンター設置
型患者監視装置全て転落し，故障したため，全患者を
札幌市へ支援透析 7日間を依頼したことが，当時の診
療録から読み取れる5, 6）．

③　長崎大水害
　　1982年 7月 23日　（風水害 1）
　　被災施設数＝不詳，支援施設数＝不詳
大規模水害の発生により，停電の発生（変電所の冠
水，電柱の倒壊，断線）などによる給配水システムの
停止がおこり，給配水施設の損壊も加わって断水が発
生した．そのため長崎市内の透析施設は被災した．停
電は 3日で復旧したものの，断水からの回復は最長 2

週間に及んだ．
透析施設の被災状況としては，多くの施設は一日延
期のみで 1日で復旧した．断水からの復旧が遅れたも
のの，施設損壊していなかった施設は，給水車による
給水で透析を継続できた．しかし，配電盤の冠水等の
施設設備の大きな損壊があった施設は，市内複数の施
設へ患者を委託し，支援透析を受けたという事実が報

告されているが，この時代の報告論文の常として，詳
細な調査は行われていないため，具体的な施設数，患
者数などは報告されていない7, 8）．

④　鹿児島 8・6水害
　　1993年 8月 6日　（風水害 2）
　　被災施設数＝3，支援施設数＝不詳
被災施設数 30施設とあるも，支援透析を受けたの

は（報告のあったもののみ）3施設．詳細は不明だが，
鹿児島市内 2施設が枕崎市の施設へ支援を実施したと
いう報告がある．もう 1施設は組織的支援はなく，数
名の通院不可能となった患者が，自力で近隣施設へ支
援を受けに行ったという記述が論文の中でみられ
る9～12）．

⑤　阪神・淡路大震災（兵庫県南部地震）
　　1995年 1月 17日　M7.3　震度 7　（地震 3）

被災施設数＝51，支援施設数＝不詳（主体は大
阪府内，神戸市北区など），支援期間＝最長 3

か月程度とされる．
兵庫県透析医会の調査報告のエッセンスを表 2にま
とめた．この表から読み取れることは，停電期間＜断
水期間＜ガスの停止期間であり，停電は時間単位，断
水は日単位，ガスは週単位で復旧するらしいというこ
とである．この後の災害においても，同じ視点で調査
を続けたが，この傾向はほぼすべての災害に適応する
ものであることが分かっている．
この震災は，それまで組織的な災害支援という考え
のなかった日本国に数々の衝撃を与え，現在にいたる
さまざまな制度の変革が行われている．自衛隊の災害
派遣が一般化するきっかけとなり，災害時初動部隊で
ある災害派遣医療チーム（Disaster Medical Assistance 

Team;  DMAT）創設，広域医療搬送という概念の成立
とその体制の整備がおこなわれた．また，震災発生直
後から多数の一般国民が被災地を支援するためのボラ

表 2　阪神・淡路大震災における透析不能施設数

（文献 17より）
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ンティア活動に参加し，ボランティア元年と呼ばれた．
当時の兵庫県下 102施設（当時）の透析施設数は，
被災施設数は 51であるから 50％の施設が被災指定地
域に指定されたことになる．被災状況がこれまでの震
災とは比較にならないほど激しく，通信網が完全に一
時的に停止したため，組織的な支援透析のやり取りも
一部にはみられるものの，全体的に組織的支援透析は
ほとんど行うことができず，未だ全貌はつかめていな
い．
総数 2,500名に上ると思われる透析患者の大半は，
通信網が完全に遮断されほとんど有益な情報を得るこ
とができない中，支援に駆け回った各医療機器卸営業
担当などからの情報をもとに，徒歩で大阪府内，神戸
市北区など透析施設が無事で支援可能な地域の施設へ
自力で避難し，透析を受けたケースが多発した．
また，これまでとは比較にならないほどの膨大な報
告・追跡調査の記録・論文が各透析関連雑誌に投稿さ
れたことも，この震災における透析医療におけるイン
パクトの強さを物語るものである13～29）．

⑥　東海豪雨
　　2000年 9月 10日～11日　（風水害 3）
2000年 9月 7日より東海地方に停滞した秋雨前線
に，9月 11日から 12日にかけて台風 14号の接近に
ともなう前線活動が活発化したことから，名古屋市を

中心とする中京地区に激しい豪雨をもたらし，床上浸
水多数を含む浸水被害 7万戸，死者 6名，災害救助法
適用団体 27市町村を数える大災害となった．
透析施設の被災も甚大で，都心部を含む名古屋市内
の多数の施設で透析操業不能状態が発生した．愛知県
透析医会の報告によれば，透析施設そのものが大きく
被災して透析操業不能となった施設は 4施設，合計
138名の患者が一時的に支援透析を受けに他院へ行っ
ている．その他 10施設では，施設被災があったわけ
ではなく，患者の通院不可能により他院への支援透析
実施が実施された（表 3, 4）．この 10施設の支援透析
人数の内訳は，施設からの紹介が 11名，患者独力で
支援へ赴いたケースが 10人であった．このとき，各
被災施設個々の対応はあったことが分かっているが，
全体をコーディネートした組織があったという報告は
みられない30～32）．

⑦　平成 16年台風 23号による水害 

　―豊岡・淡路・徳島の水害―
　　2004年 10月 21日～23日　（風水害 4）
被災施設数＝5，支援施設数＝5，支援期間＝最
長 3日間程度

平成 16年 10月 13日にグアム島付近で発生し，超
大型に発達して日本列島に接近した台風 23号がもた
らした水害である．この台風は暴風域が広く，また本
州付近に停滞していた秋雨前線の活動を活発化させた
ことから，西日本から東北までの日本全域に大きな被
害をもたらすこととなった．全国で死者 93名，行方
不明者 3名，床上浸水 21,806戸，床下浸水 40,722戸
の被害をだした．
透析医療においてとりわけ甚大な被害を被ったのは，
兵庫県であった．豊岡市の円山川，出石町の出石川で
決壊した堤防の破綻のため，洪水が豊岡市，出石町を
襲った．豊岡病院入院中の透析患者を数名日高病院へ
受け入れた（表 5）．これは兵庫県のほぼ最北端の出
来事であるが，兵庫県の最南端と隣接する徳島県でも
被害が出ていた．
兵庫県南部淡路島の洲本市では市内ほぼ全域が冠水
したことから，10月 21日と 22日の 2日間當銘医院
が浸水により透析不能となり，津名郡の高山クリニッ
クと三原郡の中林病院で支援透析を受け入れた．さら
に南部の徳島県でも亀井病院が床上浸水し，40数名

表 3　東海豪雨における透析操業不能施設の概要

全患者の透析実施不能施設 4施設

一部患者の透析実施を依頼 6施設

一部の患者自身が他施設へ 4施設

支援透析実施施設 22施設

透析不能期間 1日から最長 5日間

（文献 32より）

表 4　東海豪雨における他施設での透析実
施患者数

全患者透析実施不能施設
　A施設 16
　B施設 20
　C施設 22
　D施設 80
その他 10施設
　施設より紹介あり 11
　患者自身で他施設訪問 10

（文献 32より）
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の患者の支援透析が徳島市の川島病院において引き受
けられている．
一か所のみならず，北部から南部まで広い範囲で冠
水・浸水が続き透析不能施設が出ている状況となった．
この時も各施設単位での組織的な支援透析の依頼が行
われ，つつがなく透析操業の継続がなされた33）．

⑧　新潟県中越地震
　　2004年 10月 23日　M6.8　震度 7　（地震 4）

被災施設数＝3（長岡中央綜合病院 60名，十日
町診療所 50名，小千谷綜合病院 30名）
支援施設数＝主たる施設 4施設（刈羽郡総合病
院 30人，三条総合病院 30人，喜多町診療所
50人，立川綜合病院中越診療所 30人，ほか少
数の入院患者を新潟県下各病院へ収容）
支援期間＝最長 1週間程度

140名の透析患者を全員一度に透析実施するための
振り分けのために，被災施設・支援施設で集まり検討
会議を行っている．組織的な支援が最も有効に実施さ
れた災害としては，早期のものと考えられる34～36）．

⑨　福岡県西方沖地震
　　2005年 3月 20日　M6.7　震度 6弱　（地震 5）

被災施設数＝3，（原三信病院呉服町診療所，浜
の町病院，村山泌尿器科．すべて RO（逆浸
透）装置と透析液供給装置と壁面配管が損傷し
たことが原因となった．）
支援透析＝1施設，支援施設＝1-2

断水最大 2日間，停電最大 1日，塩化ビニールの配
管が多数損傷して，屋上の貯水槽より大量の水が全量
漏出し，階下にあった透析室を水没させて，原三信病
院呉服町診療所が二日間程度の透析不能となった．く
ま腎クリニックとはこざき公園内科の 2施設が，呉服

町診療所の患者すべての支援透析を受け入れた．
また，浜の町病院透析室のカウンター設置型の患者
監視装置が複数床面に転落し，破損する被害が出た．
これは，浦河沖地震の時と同じ形式の被害であり，カ
ウンター設置型患者監視装置のリスクが明らかになっ
た37～39）．

⑩　能登半島地震
　　2007年 3月 25日　M6.9　震度 6強　（地震 6）

被災施設は 2施設（市立輪島病院，穴水総合病
院）
支援透析実施施設 11施設（浅ノ川総合病院，
石川県立中央病院，恵寿総合病院，石川社会保
険病院，金沢医科大学病院，金沢市立病院，金
沢大学，金沢西病院，金沢済生会病院浜野西病
院，能登総合病院，向病院）

被災した市立輪島病院は，能登半島北部の基幹病院
であり最も多数の患者が通院していたことに加え，近
隣に大規模な支援可能な施設がなかったことから，
100 km以上離れた金沢市内の複数施設への避難・入
院による支援透析を依頼することとなった．仕事など
輪島に残留を望む患者 10名が向病院への通院透析を
選択した，それを除く 69名が金沢市への避難に応じ
た．100 km以上離れた遠隔地への集団入院での支援
透析は，初めてのケースであった．支援透析期間は，
3月 26日から最大 4月 4日までの 10日間に及んでい
る．
これに対し，穴水総合病院の患者については隣市に

ある恵寿総合病院が外来支援透析を実施した（透析期
間は 1日のみ）．23名が集団で支援透析先に出かけ，
他に一部自力で通院可能な患者は浜野西病院，能登総
合病院などへ 14名が通院した（表 6, 7，図 1）40）．

表 5　平成 16 年台風 23 号による透析施設の被害と対応

地域 施設 被災内容 支援透析

徳島県 亀井病院 床上浸水 川島病院へ

兵庫県

日高病院 断水 ヘリによる患者搬送

豊岡病院 詳細不明 日高病院へ依頼

當銘医院 断水/浸水 高山クリニック，中林病院へ

小出内科 浸水 CAPDのみ対応なし

（文献 33より）
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表 7　能登半島地震における市立輪島病院を支援した金沢市内の病院と引き受け患者数

金沢市内の支援病院 提供した入院ベッド数

石川県立中央病院（県の基幹災害医療センター） 30名（初日 40人）

石川社会保険病院 10名

金沢医科大学 10名

浅ノ川総合病院 10名

金沢市立病院/金沢大学/金沢西病院/金沢済生会病院 5名/2名/2名/1名

向病院 10名（外来患者のみ）

（文献 40より）

図 1　能登半島地震における震源地・震度分布と被災施設・支援施設
　　　　　　　  （文献 40より）

【支援】公立宇出津総合病院 震度6弱

【支援】向病院 震度6弱

【被災】市立輪島病院 震度6強

【支援】恵寿総合病院 震度5強（推定）

【支援】浜野西病院 震度5強（推定）

【被災】穴水総合病院 震度6強

【支援】他金沢近郊８病院 震度5弱～４

震源

表 6　能登半島地震における能登各病院での災害対策採用状況と被害状況

Flexible TubeFlexible Tube採用採用

被害状況被害状況

RORO・供給装置固定・供給装置固定

被害状況被害状況

透析ベッドロック透析ベッドロック

被害状況被害状況

監視装置キャスター監視装置キャスター

被害状況被害状況

被災／支援被災／支援

震度震度

災害対策災害対策

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

被災被災

震度震度66強強

市立輪市立輪

島病院島病院

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

被災被災

震度震度66強強

穴水総穴水総

合病院合病院

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

支援支援

震度震度66弱弱

向病院向病院

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

支援支援

震度震度55強強

恵寿総恵寿総

合病院合病院

○○
（－）（－）

固定無固定無××

10cm10cm移動移動

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

支援支援

震度震度55強強

浜野西浜野西

病院病院

○○

（－）（－）

固定無固定無××

5cm5cm移動移動

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

支援支援

震度震度55強強

能登総能登総

合病院合病院

Flexible TubeFlexible Tube採用採用

被害状況被害状況

RORO・供給装置固定・供給装置固定

被害状況被害状況

透析ベッドロック透析ベッドロック

被害状況被害状況

監視装置キャスター監視装置キャスター

被害状況被害状況

被災／支援被災／支援

震度震度

災害対策災害対策

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

被災被災

震度震度66強強

市立輪市立輪

島病院島病院

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

被災被災

震度震度66強強

穴水総穴水総

合病院合病院

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

支援支援

震度震度66弱弱

向病院向病院

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

支援支援

震度震度55強強

恵寿総恵寿総

合病院合病院

○○
（－）（－）

固定無固定無××

10cm10cm移動移動

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

支援支援

震度震度55強強

浜野西浜野西

病院病院

○○

（－）（－）

固定無固定無××

5cm5cm移動移動

○○

（－）（－）

○○

（－）（－）

支援支援

震度震度55強強

能登総能登総

合病院合病院

（文献 40より）
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⑪　新潟県中越沖地震
　　2007年 7月 16日　M6.8　震度 6強　（地震 7）

被災施設 1（刈羽郡総合病院），支援透析（十
日町診療所，小千谷総合病院喜多町診療所）

停電からの復旧は早かったものの断水が継続し，柏
崎市からの給水支援が間に合わない可能性が高かった
ため，刈羽郡総合病院 60名の透析患者を新潟県中央
部の施設へ搬送することとなった．十日町診療所，小
千谷総合病院での支援透析が行われた．刈羽郡から小
千谷までの地震により被災した道中の危険性を考慮し，
自衛隊・警察・消防が先導・同行する事態となっ
た41～44）．

⑫　東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）
　　2011年 3月 11日　M＝9.0　震度＝7　（地震 8）
2011年（平成 23年）3月 11日に発生した東北地方
太平洋沖地震による災害およびこれに伴う福島第一原
子力発電所事故による災害である．主たる被災地域だ

けでも太平洋側の青森県，岩手県，宮城県，福島県，
茨城県の 5県に及んでおり，その被災実態の全貌が明
らかになるには長い時間を要した．
透析施設の被災数も，これまでの災害とは比較にな
らない規模となった．災害の実態も多彩で，震災の揺
れによる被災に加え，津波による流出，原発事故によ
る地域からの撤退などがあげられる．4日以上の長期
にわたる透析不能施設も多数発生しており，気仙沼市
立病院患者の北海道への集団避難，福島県いわき市の
800名以上に及ぶ透析患者の 6都県への避難，仙台社
会保険病院（現 JCHO仙台病院）による被災した仙
台市全患者の 4日間にわたる 24時間透析支援など，
他の災害では到底みられない大規模な患者の移動・受
け入れも見られた．
透析不能施設は，表 8に示す通り総数 315施設に上
り，透析不能原因の incidentは（表 9），ほぼ 78％が
ライフライン障害（357件重複含む），22％が施設損
壊（72件同重複を含む）であることが明らかになっ

表 9　東日本大震災の被災状況とその原因

主原因 Incident数 施設数 ％

ライフライン障害 357 246 78.3（％）

施設の損壊 72 69 22.0

津波・原発による 15 10 3.3

供給能力の毀損 12  8 2.6

表 10　東日本大震災において長期操業不能となっ
た施設数とその原因

操業不能 4日以上長期化した施設 82

その原因（重複有）
　原発事故  6
　停電の長期化 37
　断水の長期化 41
　建物設備の大規模損壊 20
　患者監視装置対策なし，多数転倒  1
　混乱回避のため  1

合計 106

表 8　東日本大震災における操業不能が 4 日以上長期化した施設の操業
不能日数別の集計

操業不能施設 315

4日以上操業不能 82

3日以内操業不能 233

3日以内操業不能ながら支援依頼した施設数 103

（文献 77より）
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た．この比率は後述する熊本地震でも全く同じであり，
震災での被災原因の本質的なものであると思われた．
そのうち表 8，表 10に示す如く 4日以上の長期透析
不能と支援透析依頼は，82件を数えた．また表 11で
は，全都道府県に存在する施設数と被災施設の比率を
示した．東北と北関東の施設の被災率は 50％を超え
ている．
透析医療に対するインパクトは，阪神・淡路大震災
に勝るとも劣らないものであった．透析関連の報告，
論文などは阪神・淡路大震災当時は混とんとしていて，
被災を経験した各医師が個別に自らの体験としてさま
ざまな透析系医学雑誌に投稿する動きに終始する状況
が大半で，わずかに兵庫県透析医会と大阪透析医会が
震災そのものに迫ろうとする姿勢も見られたが，やは
り資料もあまりなく，まとまった統計もない中での限
界があった．
今回の東日本大震災においては，日本透析医学会が
日本全国の透析施設に，年末に毎年実施する統計調査
委員会の事業の一つとして東日本大震災の被害の様相
や対応，各被害県ごとの状況把握と今後の課題に向け

ての提言を図った『東日本大震災学術調査報告書』を
刊行した．これはかつてない試みであり，歴史に残る
名著となったと考えている．
また，日本透析医会は，その学術雑誌である日本透
析医会雑誌において 2回にわたり，記事内容のほぼす
べてを震災関連にあてて刊行した．日本透析医会雑誌
の特集は非常に幅広い視点から震災そのものに迫って
おり，被災施設，支援施設のみならず，遠距離避難，
原発事故の現場からの報告，被災の主体となった宮
城・岩手・福島・茨城のみならず，周辺の秋田，山形，
避難先の北海道，あるいは支援に加わった透析関連製
薬会社，卸会社，透析関連機器メーカーなどからの報
告も全て網羅しており，震災の実像と透析医療に対す
る理解が深まる内容となっている．
被災地域の広さ，被災内容の多様さ（震災被害，津
波被害，原発被害など）が通常の災害では到底考えら
れないレベルの多彩さとなってしまった東日本大震災
については，語りだすとどれほどの紙数を費やしても，
汲めども尽きぬ泉となる．紙数の限りを意識せざるを
得ず，この震災についてはできるだけ多数の論文，報

表 11　東日本大震災における操業不能施設の都県別記録

操業不能施設
全施設数 操業不能率 自家発電機

あり
そのうち停
電が操業不
能の理由

該当県の
停電率都県 調査時 再調査時

青森 20 18 36 50.0％ 6 4 99.0％

岩手 13 12 46 26.1％ 6 5 95.0％

秋田 18 18 40 45.0％ 7 7 98.0％

宮城 45 44 54 81.5％ 15 13 96.0％

山形 14 11 35 31.4％ 6 3 74.0％

福島 35 34 63 54.0％ 17 2 22.0％

茨城 52 51 79 64.6％ 23 13 42.0％

栃木 26 23 68 33.8％ 7 5 43.0％

東北北関
東平均 223 211 421 50.1％

群馬  6  6 59 10.2％ 5 4 17.0％

埼玉 13 13 163 8.0％ 4 4 8.0％

千葉 21 21 134 15.7％ 6 4 9.0％

東京 14 14 378 3.7％ 4 0 1.0％

神奈川 30 29 218 13.3％ 9 9 24.0％

山梨  3  3 32 9.4％ 1 1 22.0％

静岡  3  2 118 1.7％ 1 1 13.0％

愛知  1  0 168 0.0％ 0 0 0.0％

537 510 2112 24.1％ 117 75
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告を referenceに記すことで，記述に代えたいと考え
ている45～77）．

⑬　紀伊半島大水害（平成 23年台風 12号豪雨災害）
　　2011年 9月 3日～同 8日　（風水害 5）
紀伊半島南部新宮地域は，交通網が日本で最も不便
である陸の孤島地帯であった．人口は神奈川県に相当
する面積に 14万人程度が居住しているのみの過疎地
である．台風 12号は 2011年 9月 3日午前 10時に高
知県に上陸，さらに同日午後 6時に岡山県に再上陸し，
速度を上げて 9月 4日の午前 3時には鳥取県から日本
海に抜け，水害の危機は去ったと思われた．しかし，
新宮地域では，台風通過後から強まった雨が，記録的
な豪雨となり大規模な水害をもたらすこととなった．
新宮地域全体（三重県南部から串本町まで）の医療
圏には，6つの透析施設に総患者数 410人を数えてい
た．新宮地域の災害拠点病院であり透析の基幹病院で
もある新宮市立医療センター自体は高台にあり，浸水
被害からは免れたが，周辺地域全体が洪水による浸水
被害を受け，過疎地であるこの地域の復旧は一筋縄で
はいかなかった．とりわけ断水からの復旧は薄氷を踏
む思いで，断水から短時間の給水で一時をつなぎ，再
度断水させてその間に復旧を加速するというぎりぎり
の方法が選択された．しかし，この時新宮市立医療セ
ンターは，安全であるはずの高台にあったことがあだ
となって水圧が不足し，十分な給水を得られなかった．
それにより，とうとう 9月 6日に渇水状態を迎えるこ
ととなった．
水道の復旧だけの不具合ではなく，災害出動した自
衛隊の給水車の送水口と医療センターの受水口径があ
わないことで，給水はさらに遅延し，9月 7日とうと
う渇水による透析操業の大幅な縮小と安定した 22名
の患者の周辺透析施設への支援透析を依頼する事態と
なった（表 12）．

この緊急事態は，同 9月 7日に海上保安庁の給水船
が出動，到着することで急激な改善をみたほか，自衛
隊給水部隊の本格展開や，応援自治体の給水車の増加
などで急激な改善をみて収束へ向かった．
一見へき地に発生した特殊事情による洪水・断水・
透析操業不能と思われるが，給水車の送水口と受けて
の受水口の口径を合わせておくことに決定的な意味合
いがあること，給水船の出動が非常に有用であること
など，この後の災害支援に大きな教訓をもたらす災害
となった78）．

⑭　平成 25年 7月豪雨（山形県および福島県）
　　（風水害 6）
平成 25年 7月 17日・18日から 7月 22日にかけて，
山形県と福島県は記録的豪雨に襲われ大きな被害を受
けた．豪雨に伴い村山広域水道取水濁度の上昇が認め
られ取水の停止が行われたため，受水地域は一部断水
に突入し，その後給水・断水が繰り返されたとされる．
その後一度落ち着きを取り戻した山形県ではあるが，
7月 22日夕方から再度豪雨が山形県を襲い，同日夜
から区域断水が再開した．
透析医療の状況は，7月 18日から 22日までは天童
市，河北町の 4施設が断水，23日～25日にかけては，
3市 1町（天童市・河北町・上山市・寒河江市）の 7

施設で透析用水確保が困難となり，23日，24日に各
1施設が支援透析（支援先は 23日 2施設，24日は 1

施設）を受け，25日には 2施設がそれぞれ同じ 2施
設に支援透析を依頼し透析操業継続を行った．
洪水による浸水以外に，河川の混濁の激しさ（濁度
という）のために取水が不可能になったことが，受水
地域への水供給不能を招き，透析用水の不足を招いた
事態となった．この状況が明らかとなったのは，初め
てであり，今回の報告は非常に貴重であると考えられ
る79）．

表 12　紀伊半島大水害における新宮地域周辺の透析施設

所在地 種　別 透析患者数

新宮市立医療センター 新宮市蜂伏エリア 公立病院 約 50人＋入院 5～10人
那智勝浦町立温泉病院 那智勝浦町 公立病院 約 40人
公立紀南病院（三重県） 三重県御浜町 公立病院 約 65人
要外科内科第 2クリニック 新宮市旧市内 私立有床診療所 約 70人
熊野路クリニック 新宮市旧市内 私立無床診療所 約 70人
ましょうクリニック 新宮市蜂伏エリア 私立無床診療所 約 50人

（文献 78より）
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⑮　鬼怒川水害（平成 27年 9月関東・東北豪雨）
　　2015年 9月 10日　（風水害 7）
2015年 9月 9日から関東地方に発生した豪雨災害
による鬼怒川の水害は，大規模な被害をもたらし，多
数の住民に避難命令がでた．9月 10日未明に鬼怒川
が氾濫危険水位に到達，気象庁より栃木県に大雨特別
警報が発表され，その後常総市にも避難指示が出され，
ひいては鬼怒川氾濫に繋がっていった．この豪雨によ
る鬼怒川氾濫での透析施設被害状況は，冠水してしま
い機能を失ったのは 2施設，もう 1施設は辛うじて冠
水から免れたが道路が冠水してしまい孤立状態と同時
にライフラインの途絶で透析治療が行えなくなった 1

施設であった．これにより，総透析患者 230名が一時
的に透析継続不能となり支援を依頼する事態となった．
一色クリニック 72名，常総腎内科クリニック 9名，
さらに初日は透析可能と思われたが 9月 10日夜間に
なり水海道さくら病院が床上浸水し，全患者とスタッ
フが 3階へ避難する事態となり，入院患者 39名と外
来透析患者 56名について支援透析を依頼する事態と
なった．
水海道さくら病院は周囲が完全に水没したため，

DMATによる搬送が行われた．この時の入院患者の
搬送先は以下の通り．

JAとりで総合医療センター 8名，つくばセントラ
ル病院 11名，土浦協同病院 5名，東京医科大学霞ヶ
浦医療センター 5名，古河赤十字病院 5名，筑波大学
附属病院 5名．
一度に多数の入院患者を引き受けるのは困難である
のは，能登半島地震の市立輪島病院のケースでも見ら
れたことである80）．

⑯　平成 28年豪雪災害
　　2016年 1月 17日～18日　（豪雪 1）
日本の南を南岸低気圧が東へ進んだことで関東甲信
を中心に大雪となり，さらに 19日から 20日には強い
冬型の気圧配置のために日本海側を中心に大雪となり，
太平洋側の平地でも雪の積もったところがあった．関
東甲信越のように降雪に慣れている地域と違い，ほぼ
降雪を見る機会のない九州で大雪となった福岡市で
1981年以来 35年ぶりの－4.0℃など，都市部の観測
期間の長い地点を含め各地で数十年，あるいは史上最
低の顕著な低温となった．この低温により福岡県では

水道管凍結・漏水などが多発し，県内各地で断水が発
生した．これらの状況から透析継続困難が発生し，1

月 26日以降 9施設が他院への透析依頼を実施してい
る．報告では個別の施設名は挙げられていないが，9

件のうち 5件は主に断水と施設内配管の損壊による施
設全体が透析不能となり，支援透析を依頼した．また
他の 4件は同様の理由ではあるが各施設の一部の患者
の透析を依頼している．また，支援透析の依頼には至
らないものの，24－48時間の透析不能から延期など
も 15件程度発生した．
福岡県透析医会は，メーリングリストなどを通じ，
支援に乗り出した．1月 26日災害対策本部を設置し，
断水復旧後の 29日に解散した81, 82）．

⑰　熊本地震
　　2016年 4月 16日　M6.5　震度 7　（地震 9）
熊本地震では，熊本市全域および益城町が被災した．
合計 30の透析施設が透析不能（表 13）となり，支援
透析を受けた（一時的透析不能 28施設，恒久的透析
不能 2施設）．支援先は，県内 53，県外 7の合計 60

施設に及んだ（表 14, 15）．しかも，通常は被災施設
と支援施設ははっきり区分されるが，熊本地震におい
ては熊本市の特殊事情もからんで，今日まで支援して
いた施設が翌日には突如透析不能となり支援を受ける
立場になるなど，初期には混乱を極めている．（被災

表 13　熊本地震における透析不能施設数

恒久的透析不能施設  2

一時的透析不能施設 28

合計 30

（文献 88より）

表 14　熊本地震被災と支援施設数

支援実施施設
県内 53

県外＊  7

県外（大分県 3　宮崎県 2　福岡県 2　三重県 1）
（文献 88より）

表 15　熊本地震における支援期間・延支援
透析人数・グループ間支援数

支援期間 4/15-5/31

支援透析延人数 2611

グループ間支援  193

（文献 88より）
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のみ 17施設，被災支援両方実施 13施設，支援のみ
40施設）（表 16）
熊本地震発生当初は，全市で停電と断水が発生した．
停電はほぼ一日ですべて解消したが，断水が長期間継
続し，熊本県・厚生労働省からの依頼で災害出動した
自衛隊の大規模な給水作戦で，多数の施設が支援透析
を実施していた．しかし，断水から回復する過程で，
思わぬ形でこれらの施設は新たな問題に直面し，新た
な透析不能施設が発生することとなる．これは以下の
特殊事情による事態であった．
熊本市は河川から引いた水による水道がなく，すべ
て阿蘇からの地下水に対し井戸を掘ってくみ上げ，そ
れをつないで水道としていた．熊本地震では前震と本
震の 2回にわたる震度 7を記録する揺れに見舞われた
結果，地面および地下を大きくゆすぶられたことで地
下水が著しく混濁し，その濁りが取れるまで生活用水
としては使用可能でも，透析用水として使用するに堪
えない状況が長期間にわたり続いていた．しかし，水
道がそのような状況にあるということに気が付かない
まま，断水からの回復の知らせとともに，井戸水のく

み上げを再開した各施設は，泥水に近い水道水の供給
をうけたことから，RO装置のフィルターが数日で目
詰まりを起こしてしまい，一気に多数施設が透析不能
となってしまった（図 2）．それにより昨日まで自衛
隊からの給水で安全に透析継続を果たしていた施設が，
逆に支援を必要とする状況に追い込まれることとなっ
た．
このような，予測不能の事態にも見舞われたが，そ
れとは別にこれまでの災害対策が十分に活用され，支
援が迅速かつ有効となるような状況も多数見られた．
以下に示す．

1. 透析医療における災害対策は，二方向のアプロ
ーチ（透析室内災害対策の確立＝自助，災害対策
の広域化＝共助）が重要であることが証明された．

2. 地震災害による操業不能原因は，ライフライン
障害と，施設損壊である．（ライフライン障害 80

％，施設損壊 20％程度という割合は，東日本大
震災の被災状況と全く同じであった．）

3. 操業再開のための支援を受けることを困難にす
るのは，通信障害である．（今回，通信障害がほ
とんどなかったことから，厚生労働省，日本透析
医会，日本災害時透析医療協働支援チーム（Japan 

Hemodialysis Assistance Team in Disaster;  JHAT）
などの遠隔地機関からの有効な支援が可能となっ
た．）

4. 施設損壊に対する自助は四つの対策を実施する
ことが有用である．

5. ライフライン障害は，共助によらないと解決は
困難である．共助は日本透析医会災害時情報ネッ
トワークを使用し，公的機関の支援を受ける方法
が望ましい．

図 2　熊本地震において数日の汚濁水の通過で変色したフィルター
　　　　　　　    （文献 88より）

表 16　熊本地震における被災ならびに支援
状況の詳細

（文献 88より）
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6. 支援を困難にする通信障害に対しては，通信手
段の多重化が必須である．これまで解決には困難
を極めたが，熊本地震において解決へのアプロー
チ（通信手段の進化＝臨時基地局，移動基地局の
設置が飛躍的な改善をみた，SNSの発達による
一つの通信手段への集中が回避された，など）が
示された．

7. 具体的な人的支援を行う方法が，JHATの活動
により大きく前進した83～89）．

⑱　平成 28年台風 10号
　　2016年 8月 30日　（風水害 8）
岩手県に上陸した台風 10号は，北部沿岸地区およ

び内陸岩泉地区を中心に甚大な被害をもたらし，停電
と断水が各所に発生した．この被害により透析医療に
関しては，1施設の維持透析不能とライフライン寸断
によって計 36名の透析困難患者が発生した．
災害による直接被害で 1名の維持透析患者の死亡が
確認されたが，透析困難の 36名は被災 4日までに全
員の転院が完了した．転院～維持透析継続に伴う患者
のトラブルは認めなかった．
転院患者の 94％（34名）が，行政と岩手腎不全研
究会による災害対策本部を介した転院調整を受けるな
ど組織的な支援が功を奏した形となっている（図 3）．
このように災害対策本部を通じて移送手段・転院先な
らびに転院後の入院/通院の調整がなされたことで，
現場スタッフは本部との情報のやり取りのみで転院患

者の到着を待てる状況となった．これは現場スタッフ
の転院業務の軽減につながり，ひいては円滑な維持透
析継続につながっていくと考えられる．この地域は東
日本大震災での被災経験を持ち，透析患者の転院移送
の経験値が高かったことと，なにより当時の活動の経
験を有する担当者が多数いたことが，今回の円滑な対
応の原動力となったと考えられる90）．

⑲　平成 29年九州北部豪雨災害
　　2017年 7月 5日　（風水害 9）
平成 29年九州北部豪雨において，福岡県朝倉市の

森山内科が断水のために，入院透析患者 10名を除く
69名の外来透析患者を周辺の 12施設に転院せざるを
得なくなった．当日は合計 516ミリに及ぶ，過去最大
の豪雨となったことが報告されている．加えて朝倉市
は坂東太郎・筑後二郎・吉野三郎の日本三大暴れ川
（それぞれ利根川・筑後川・吉野川の俗称）と言われ
ている筑後川の流域にあり，その地形的な要素も加わ
り，これまでも何度も水害に見舞われてきている．
組織的支援に乗り出した福岡県透析医会は，森山内
科と頻回に連絡を取り合い，さらに日本透析医会災害
時情報ネットワーク・厚生労働省健康局がん・疾病対
策課・福岡県庁医療指導課・福岡県医師会とも情報共
有を行い，スムーズな患者転院，迅速な給水の実施に
成功している．
福岡県透析医会は，2005年福岡県西方沖地震時の

支援透析や，2016年熊本地震での支援体制をとるなど，

図 3　岩手県本部による転院搬送の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （文献 90より）

（平成 28 年台風 10 号）
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十分な災害対応の経験を持っていることに加え，日頃
の行政との連携，日本透析医会災害時情報ネットワー
クの使用訓練などの日常的な積み重ねが，有効な支援
につながったと考えられる91）．

⑳　大阪府北部地震
　　2018年 6月18日　M＝6.1　震度 6弱　（地震 10）
2018年 6月 18日の朝，大阪府北部を震源に発生し

たM6.1，最大震度 6弱の地震は 6人の犠牲者を出し
た．透析医療については，停電がその日のうちに解消
していることや，老朽化した水道管の破断のため大阪
府高槻市で最大約 8.6万戸，箕面市の一部で最大 8,000

戸が断水または減圧給水となったが，6月 19日中に
解消した．この断水の影響はわずかであったが，建物
ないし設備の損傷をきたした施設が一時期透析不能と
なり，合計 7施設が支援透析を要した．すべての施設
が独自に支援透析施設を確保しており，組織的な支援
は必要としなかった92）．

㉑　西日本豪雨災害（平成 30年 7月豪雨）
　　2018年 7月 3日～7日　（風水害 10）
2018年（平成 30年）6月 28日から 7月 8日にかけ
て，西日本を中心に北海道や中部地方を含む全国的に
広い範囲で発生した集中豪雨により，透析医療も甚大
な被害を受けた．梅雨前線の活動が活発化し，すでに
西日本一帯に豪雨をもたらしていたが，そこへ 6月
29日に発生した台風 7号が突っ込む形で降雨をさら
に激甚化・長期化させたことで，未曾有の豪雨被害を
もたらした．
透析医療においては，岡山県倉敷市のまび記念病院
が，冠水した影響のため透析不能となったため，全
93名の外来透析患者の支援透析を多方面に依頼した．
寝たきりの入院患者 9名は冠水した病院からの避難の
ために DMATの出動を要請してヘリコプターにて転
院を完了した．病院内に取り残された 335人は，翌 7

月 8日に全員救助されている．
また，ちょうど洪水により冠水する直前に，近隣の

アルミニウム工場の大爆発により，複数の負傷した人
がまび記念病院に来院していた．そして町の全面積の
4分の 1が冠水し，死者が多数（真備町のみで 51名）
出ていた．さらに家屋に取り残された住民多数に対し，
自衛隊によるボートでの救助活動が行われた．まび記

念病院は，真備町のほぼ中心部にある位置的関係から，
これら住民救助の中継基地としての役割まで担うこと
となり，深夜まで行われた救助作業の支援も行ってい
る．床上浸水した施設の復旧は長期にわたり，透析を
一部再開できたのは，約 3か月後の 9月 25日であっ
た．また，病院全体の復旧と入院まで含めたグランド
オープンは被災から 8か月後の翌年 2月であった．
また，広島県広島市・呉市・三原市・尾道市の 8施
設，まび記念病院と合わせて合計 9施設で透析不能あ
るいは，一部不能・縮小のため他院への搬送，支援透
析依頼が行われた．とりわけ呉市の中央内科クリニッ
ク周辺は交通網の寸断が著しく，広島県，岡山県，愛
媛県を中心とした被害状況は，JR呉線，国道 31，185，
375号線，クレアライン，東広島-呉道路は複数カ所
で通行止めとなり，呉市からの脱出・流入は広島・
呉・松山便のフェリーと高速船のみとなった．
これにより，呉市が陸の孤島状態となっており，呉
市の DMAT本部と患者輸送について話し合いが持た
れていた．しかし，地元消防団，海上保安庁，呉市救
急艇の協力を得て，船にて 8日に時間は未定であるが，
自院へ搬送するとの連絡があったが，島嶼部の患者輸
送に関しては具体的な回答はなかった，と報告がある．
そのため，中央内科クリニックの職員によりプライベ
ート船舶の確保が図られ，島嶼部の患者の搬送は船舶
による支援が中心となっていた．
この時あたかも災害時医療支援船事業（兵庫県透析
医会，兵庫県技士会，兵庫県透析従事者研究会，兵庫
県立香住高校漁業実習船但州丸，兵庫県腎友会，兵庫
県難病連，神戸大学海事科学部により構成される，災
害時医療支援を目指した民間団体）（参考資料 1）に
参加していた兵庫県立香住高校漁業実習船但州丸は，
災害時医療支援船実地訓練のため，香住を出港し関門
海峡を越え瀬戸内海へ入っていた．実地訓練の航海の
途上に発生した災害への実際の支援に向かうことを決
定し，災害時医療支援船事業委員長より香住高校校長
へ支援出動の許可を願い出て許可を受け，広島県呉市
沖へ支援のため向かうこととした．
今回の災害は，広範囲の洪水被害であり，停電に加
え多くの地域で断水が発生していたことが知られてい
たので，われわれの支援船は透析支援のため，船舶の
造水装置を使い真水の製造（船舶には海水を真水に作
り替えることができる装置が備わっている）を行いつ
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つ関係各所からの具体的な支援依頼を呉沖で待機する
ことを選択した．
中央内科がまさに今船舶の支援を求めていることも，
支援を必要とされているだろうと予測して支援に向か
っていた但州丸も，この時点でお互いの存在を知るこ
とができなかったため，マッチングされることはなく
支援は成就しなかった．突如として発生する要支援者
と支援の意思をもつ支援者をマッチングする方法は，
それがお互いに民間組織であって，支援を指揮する公
的な組織に属していないのであればなおさら困難を極
めるものであることを，身をもって体験することとな
った．
また，今回の災害においては，支援の必要性が日本
透析医会の災害時情報ネットワークを通じて全国に配
信された結果，JHAT（参考資料 2）も先遣隊を派遣
し支援の可能性を探っていた．しかし，DMATのよ
うに国の災害支援機関として公式に登録され，都道府
県からの依頼も直接届き，その支援体制の中に組み込
まれる組織とは違い，完全な民間団体である災害時医
療支援船合同委員会や JHATなどは，災害支援連携の
枠組みからは取り残されてしまうことが，今回の支援
が十分に稼働しなかった原因と考えられる．民間の熱
意と意思のみで活動を続ける限界が露呈された形とな
っており，今後の課題として浮かび上がるものである．
ともあれ，中央内科クリニックは，確保したプライ
ベート船が呉港を出港し，順次，島嶼部の患者 18名
を収容していった．この船を運航するにあたっては，
港の使用許可を行政，漁協など関係各所への連絡調整
が必要であった，と報告書にはある．これらの自力で

の努力をもってしても，中央内科は通院する患者のす
べてを十分に透析することができない状況下にあった
ため，広島市内の施設へ支援透析を依頼することとな
った．以下当時の支援透析の概略を表 17に示す．支
援透析を必要とした被災施設は，広島県で 8施設，岡
山県で 1施設であった93～96）．
その後 7月 10日以降は，プライベート船を使用し

呉港と広島港を 4往復し，計 28名の患者を広島市内
4カ所の施設に搬送した．その他自力にて呉市から脱
出した透析患者が 5名ほどいた．広域搬送後，透析患
者数は通常の 3/4程度まで減少し，透析室の宿直業務
も不要となり，限られた人数にて回していたスタッフ
の負担はかなり減少した．その後，断水は 7月 15日
まで継続したが，呉市上下水道局，全国自治体の給水
車，自衛隊からの応援が得られ，ほぼ安定して透析は
実施できた，と中央内科クリニックの報告書は述べて
いる．
災害発生時の医療支援において船舶による支援を求
めた例は現代においては少なく，今回の例は熊本地震
についで 2例目のことである．島嶼部を多く抱える広
島県瀬戸内海沿岸部に位置する呉市などは，船舶と生
活との距離が近いことが今回の支援を実現したものと
考えられる．19世紀から 20世紀前半にかけては，船
舶とは大量輸送を必要とする交通手段の切り札であっ
た時期が長く続いており，我が国でも関東大震災
（1929年）においては，船がなければ支援はほぼ不可
能であったことから多方面に活躍したことが記録され
ている（参考資料 3）．

表 17　西日本豪雨災害における岡山県，広島県の被災と支援の状況

倉敷市真備町 まび記念病院 →しげい病院，西崎内科など

呉市広駅前 中央内科クリニック →呉市内の各施設へ依頼

広島市東区 小田内科クリニック →呉市村田内科へ依頼

広島市安佐北区 山下医院 →他院へ依頼（未報告）

三原市宮浦 三原市医師会病院 →三原日赤病院へ搬送

尾道市 JA尾道総合病院 →福山鋼管病院，福山市立市民病院

尾道市 尾道市立市民病院 →はしもとじんクリニックへ依頼

呉市 新開医院 →呉共済病院

三原市 白竜湖クリニック →卜部医院

広島県透析施設情報 広島県臨床工学技士会調査 7月 10日現在．JHAT先遣隊の記録（未出版：
ネット上にのみ UPされている岡山県広島県豪雨 JHAT先遣隊（1）（ja-nn.jp））
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【参考資料 1】　

災害時医療支援船事業合同委員会とは

かつて災害時の医療支援の船舶利用を目的として日本財団の助成を受け，日本透析医会と神戸大学海事学部，東京海

洋大学海洋工学部とで研究活動「災害時医療支援船運用計画」（2005年 4月～2008年 3月）が創始された．この活動は，

神戸と東京の二つのプロジェクトを持ち，日本透析医会・災害時医療連絡協議会・神戸大学海事科学部による関西圏プ

ロジェクト，日本透析医会・東京海洋大学海洋工学部による首都圏プロジェクトが運用された．

この事業の終了後，2009年 3月より日本透析医会の支援を受け，兵庫県透析医会・神戸大学海事科学部が事業を引

き継ぐ形で災害時医療支援船西日本プロジェクト（2009年 3月～2012年 3月）が実施された．

西日本プロジェクトが終了した 2012年 4月より，東日本大震災支援を契機として設立された災害対策合同委員会

（兵庫県透析医会災害対策委員会，兵庫県臨床工学技士会，同透析従事者研修会，同腎友会，同難病連，神戸大学海事

科学部）が，災害時医療支援船事業として活動を継続し，2013年 4月より兵庫県立香住高校但州丸の事業参加をもって，

災害時医療支援船活動に加え，海員養成課程を持つ香住高校生徒への災害支援教育活動をその活動目標に加える形で継

続してきた事業．

毎年の災害時医療支援活動と訓練を繰り返す中，今回の西日本豪雨の被災地域への初の災害出動を行い，広島県呉沖

での待機を行った．

（著者作成）

【参考資料 2】　

JHAT とは

JHATとは，災害時における多職種による医療支援チームとして日本透析医会，日本血液浄化技術学会，日本腎不全

看護学会，日本臨床工学技士会の 4団体により 2015年に発足した．JHATは透析医療に関わる医療支援，透析物資の

確保等を主な活動内容としている．

（著者作成）

【参考資料 3】　

災害時における船舶の使用について

船舶を災害時の医療支援に使うことは，古くは阪神・淡路大震災のときにすでに提唱されていた．阪神・淡路大震災

においては，船舶は他の用途（物資運搬，港湾内作業，人員の輸送など）には使用されていたが，医療支援に使うとい

う発想がなく，実現していなかった．

しかし，船舶が持つ機能は実に多彩で，航空機やヘリなどが適していると思われる急性期支援をのぞけば，

①　大量輸送が可能であること（キャリーシップ）

②　停電が必発である災害時において，船舶自体が巨大な発電機の役割を担えること（パワーシップ）

③　断水が必発である被災地へ到達するまでの航海中に海水から真水を作る造水機能を有すること（ウォーターサプ

ライシップ）

④　ある程度の大きさの船には船室，ベッド，厨房，トイレ洗面など生活利用が十分可能な機能を持っていること

（ホテルシップ）
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などの用途を考えると，少数の患者の搬送しか行えないヘリコプターや，道路状況によっては出動が困難な陸路（救

急車）などが使用に適さないときの多数の患者の輸送や，支援物資として最も有用な大量の水を被災地の港に行く途中

で海水を造水して届けることが可能であること，さらに港に停泊したまま発電と，通信作業をおこなうことで，災害時

のヘッドクォーターとして役立てることができるなど，想像力さえ働かせればいくらでも用途はあるのである．

実際に関東大震災の時に，壊滅した首都圏を救ったのは，大型客船群（国内にいたコレア丸・大洋丸，明洋丸，春洋

丸，安洋丸，香洋丸，福洋丸，その他多数の太平洋航路の客船や，香港から救援に駆け付けたイギリスの客船などであ

った．コレア丸は横浜港に停泊し，世界に関東大震災の発生を打電し，12日間にわたり災害対策本部の役割をになった．

また大洋丸は 2800名，明洋丸は 5841名の被災者を神戸まで搬送している．当時の新聞を引用すると

『大震災で，横浜も未曾有于の大被害．倒壊家屋と大火災発生に人々は逃げ惑い，累々と死体が積み重なった．そ

んななか，これあ丸は急遽，米国への出港を 20日間延期し，被災者の救助に当った．家屋を失った横浜市民は行

き場を失い，これあ丸に避難する者は続々と後を絶たず，当船に収容した横浜市民は 3,850人となった．述べ人数

にすると，11,867人で，その滞在は数日に及んだ．ともかく，太平洋を渡る優秀船たる設備があり，寝泊りには最適．

船員たちも寝食を忘れ，人々の介護に当った．さらに，横浜に居つづけることが困難な人々 350人を神戸まで船で

送った．

特筆すべきことは，横浜諸官庁に代わって，諸事務を行ったことである．横浜市内の諸官庁は焼け落ち，通信機能

は完全に麻痺．そこで，これあ丸の事務室がこれらに代わって大奮闘した．これあ丸内は，一時，横浜港務部，税

関，呉警察部などの諸官庁の仮事務所が設置された．これあ丸の無線電信機はこの間，官用として管理され，昼夜

絶え間なく使用され，政府や横浜市の地震後処理と復興事務活動に貢献した．

海外にいちはやく関東大震災の発生と被害状況を知らせたのはこれあ丸の無線であり，そのために，海外からいち

はやく援助が届いた．』

また，コレア丸からの打電を知った英国客船は香港ですべての乗客を降ろし，横浜へ救援に向かった．またエンプレ

スオブオーストラリア号は 2,000名を神戸へ搬送し，その時の写真が現在もバンクーバー海洋博物館に所蔵されている．

このように船舶を災害時支援に使用することの有用性は，すでに関東大震災のころに証明されていたが，船舶が日常

生活からかけ離れてしまった現在，我々は災害時にこの力を思い出すことができない．そのため迅速な支援のツールと

して使われることがなくなっているのである．

（出典：横浜震災誌．第 4冊第 5章　海岸方面の諸救援より　pp.372-431）

㉒　平成 30年台風 21号
　　2018年 9月 4日　（風水害 11）
台風 21号は 2018年 9月 4日 12時頃，非常に強い

勢力を保ったまま徳島県に上陸し，速度を上げながら
近畿地方を縦断した．その後，日本海を北上し，9月
5日 9時に温帯低気圧に変わった．台風の接近・通過
に伴い，西日本から北日本にかけて非常に強い風が吹
き，非常に激しい雨が降った．特に四国や近畿地方で
は，猛烈な風雨となり，これまでの観測記録を更新す
る記録的な高潮となった．
関西空港では瞬間最大風速 58.1 m/sを記録し，滑
走路が浸水，連絡橋に船舶が衝突するなど大きな被害
を受け，長期間空港が閉鎖される事態に及んでいる．
平野部においても電柱が連なるように転倒，トラック

が横転，瓦や看板が周辺に散乱し，多くの道路が一時
通行止めとなった．
この台風により，近畿を中心に全国で 14名，大阪

府では 8名が死亡した．兵庫県では死者は発生しなか
ったが，重症者 6名，床上床下浸水も発生している．
大阪府下の総停電件数は 1,026,000軒，住家被害は

65,000軒を超え，断水地域は広範囲に及んだ．大阪府
のほぼ全域が台風進路の東側であったことが，広域で
の風害をもたらした．
兵庫県でも電柱の折損，倒木による電線接触や飛来
物による電線の断線などから 431,000軒の停電が発生
した．
透析施設の被害状況は，大阪府では 71施設に停電

が，5施設に断水が発生した．支援透析を依頼するに
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至った施設は 7施設であり，最長 4日間に及んでいる．
兵庫県でも 25施設で停電が発生した．透析施設の断
水の報告はない．支援透析を依頼した件数は 6件に及
んでいる．洪水のように地域すべてが冠水する状況で
はなかったため，被災施設はグループ内支援，あるい
は近隣の施設との間での連携により対応している．
大阪府，兵庫県とも情報収集の困難さを課題に挙げ
ている．とくに広域停電の発生や，鉄道の計画運休な
ど，これまでにあまりマークしていなかった事態の発
生が対応の遅れを呼んだと考えられた97, 98）．

㉓　北海道胆振東部地震
　　2018年 9月 6日　M6.7　震度 7　（地震 11）
北海道胆振東部地震で厚真発電所の被災がもとで，
我が国初のブラックアウトが発生した．一つの巨大発
電所の一瞬の停止が，北海道全域（利尻島を除く）を
停電としてしまった．札幌市以外の地方都市の基幹病
院・災害拠点病院は，地方の必要電力量が少なかった
ため早期に停電から復旧したとされるが，震源地を除
けば停電以外の被害がほぼなかったため，災害拠点病
院も透析医療への対応を中心に行われた．復旧に要し
た時間の中央値は停電 18.5時間，電話 19.5時間，断
水 21.5時間であった．
停電と断水が長期に続いた札幌圏では，札幌市役
所・札幌市消防局の全面バックアップ体制により，札
幌市の自家発電装置が稼働する施設に燃料の集中を行
い，安定した稼働を確保したそれらの操業可能施設へ
患者を集中ならびに時間的分散を行い，停電の回復ま

で透析患者の安全な透析継続を確保する試みが行われ
た．以下実際の支援透析の依頼状況を，北海道透析医
会，札幌市透析医会，北海道透析療法学会が合同でお
こなったアンケート調査報告が存在するが，公式に
publishされていないため，一般からの文献検索は不
可能となっているため，ここに紙数の許す限り引用す
ることとした．
『他院への透析依頼患者数は，207施設中 61施設

（29％）が透析依頼を行っていた．6日は 40施設から
860名（自院透析不能 830名，通院不能 30名），7日
は 28施設から 1,100名（自院透析不能 1,062名，通院
不能 38名），8日は 6施設から 206名（自院透析不能
198名，通院不能 8名）であった．6日の他院透析依
頼 860名は，火木土透析患者 5,275名の 16％にあたる．
なお 6日の他院透析依頼については，とくに透析延期
が危険と判断される症例を選択して実施した施設があ
った．1施設あたり発生した依頼者数の中央値は 6日
13名，7日 36名，8日 37名で，1施設当たりの最多
例は 7日の 99名であった（図 4）．
一方他院からの患者受け入れ状況は，207施設中 62

施設（30％）が他院患者を受け入れていた．6日が 28

施設で 613名，7日が 48施設で 1,021名，8日が 15

施設で 279名であった．災害拠点病院が担った受け入
れ透析患者数は 6日が 40％，7日が 31％，8日が 9％
であった．1施設当たりの受け入れ患者数の中央値は
6日 21名，7日 20名，8日 14名で，最多例は 7日の
110名であった（図 5）．
透析受け入れ施設を選択したきっかけを図 6に示す．

図 4　日別の支援透析実施数と 1 施設当たりの支援透析受け入れ数（北海道胆振東部地震）
出典：北海道透析医会，札幌市透析医会，北海道透析療法学会が合同でおこなったアンケ

ート調査報告（2019年北海道透析療法学会総会で会長前野七門氏が発表し，アン
ケートに回答した施設にのみ送付提供したものであり，一般には publishされてい
ない）
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回答のあった 58施設中で当事者同士の直接の電話連
絡が 32施設（52％）と最多であり，普段からの連携
先であったのが 9施設（15％）であった．そのほかに，
透析医会の仲介，MCA無線，自治体・保健所・大学
医局の紹介，災害時情報メーリングリスト，災害時情
報ネットワーク，患者の直接の来院などがあった．
一方で通電を待って自施設透析を行ったのは 115施
設（56％）であった．これには一部他院患者受け入れ
施設も含まれる』99, 100）．

㉔　台風 15号（令和元年房総半島台風）
　　2019年 9月 5日～9日　（風水害 12）
通常規模の台風と思われていた 2019年の台風 15号
は，日本本土へ接近とともに急速に勢力を拡大し，上
陸時としては未曾有の勢力にまで発達して上陸した．
そのため，この台風がこれほど著しい被害をもたらす
と予測した人は，気象の専門家ですら誰もいなかった．
そのため，我々は朝起きてみたら，千葉県の電力が毀
損していたことに気がつくという事態となった．
台風 15号は風台風であったため，その風力は破壊

的なものとなって，上陸した神奈川県，東京都，千葉

県に著しい被害をもたらした．とりわけ地形的に沿岸
部に人口がかたまり，中心部の丘陵地帯には人口が少
ない房総半島全域で，吹き荒れた台風の風が予想だに
しない，しかし著しい被害をもたらした．図 7・図

8・図 9に示す如く，千葉県の電力送電体制は，房総
半島を取り巻くように張り巡らされた送電網と内陸部
を横断するように渡された送電網により形成されてい
た．
被害は，まず千葉県の電力の主力を担う君津発電所
から最も近い巨大な鉄塔が倒壊したことから始まった．
これにより発電所からの送電が不能となったばかりで
なく，内陸部を横断していた 4本の送電網が，台風の
強力な風の影響で巨大な送電塔が 2本とそれに付随す
る多数の電柱が倒壊し切断された．しかもそれらの送
電塔は，すべて人跡もなく通う道すらない山間部で倒
壊した．
自衛隊東部方面隊からの報告画像（図 10）にみら
れるような，多大な労力を使って一件一件地道に復旧
をせざるを得なかったため，停電からの復旧は遅々と
して進まず，最終的に東京電力が停電の解消を宣言し
たのは 15日後の 9月 24日であった．

図 5　北海道胆振東部地震における支援透析受け入れの状況
　　　　　　　　　 出典：図 4に同じ

図 6　北海道胆振東部地震における他院への支援透析依頼状況
　　　　　　　　   出典：図 4に同じ
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透析施設の被害は，表 18に示す如く千葉県の 23施
設をはじめとして 5都県の 32施設におよび，自力で
非常用電源を確保した 14施設以外の 18施設が支援透
析を必要とした．停電のみが原因となった透析不能は，

阪神・淡路大震災を上回る数となった．千葉県の地形
の特殊性がもたらした被災ではあるが，ほぼ誰もが予
測しえなかった被害のあり方である．事後の調査によ
れば 9月 9日から 18日の 10日間で，何らかの支援透

図 7　千葉県の送電網と断線の模式図（令和元年台風 15 号，房総半島台風）
　　　  （東京電力パワーグリッド HPより一部改変 ）

図 8　千葉県の台風 15 号による停電の分布
　　　　　　　（東京電力 HPより引用）

図 9　千葉県内の被災施設の分布
　　　　　　　　　  （文献 100より）
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析を必要とした患者は延べ 1,886名で，患者を受け入
れた施設は 20施設であったことが分かっている101, 103）．
図 7の赤〇で囲まれた，送電網が密で迂回路を形成
しやすく，復旧が容易であった千葉県西部の東京都に
隣接する地域と，図 8の赤〇で囲まれた停電がほとん
どなかった地域は完全に重なっており，さらに図 9は
千葉県内の被災施設の分布を示している．透析室の被
災がなかった地域は，図 7と図 8の図の赤〇で囲まれ
た地域と完全に重なっている．

㉕　令和元年東日本台風（台風 19号）
　　2019年 10月 11日～12日　（風水害 13）
台風 15号の恐るべき被害状況が回復されないまま，
ちょうど一か月目に次の災害が訪れた．それは台風
19号による水害であり，この被害も中部地方から関東，
南東北にいたるまで，実に広範囲の河川が氾濫し，多
地域に被害が及ぶこととなった．
個別の事態に目を向けると福島県では谷病院からの
報告がある．谷病院は阿武隈川の氾濫，安達太良川の

堤防決壊により，当院を含めた本宮市中心部は水害被
害にあった．当院は 2.5 mの浸水にあい（1階部分は
水没），陸の孤島と化した．病院全体の復旧支援に
DMAT，血液透析に関する部分は JHATの支援を受け
災害を乗り切っている．

JHATが谷病院に対して行ったサポートは，主とし
て透析受け入れ可能施設のマッチングである．福島県
のローカルネットワークを生かし近隣の透析施設各々
に連絡を取り，透析受け入れ可能施設と受け入れ可能
人数の把握を行った．病院水没中に院内に居た透析ス
タッフは 2名のみであったため，血液透析可能施設の
マッチングと，各々の患者へ電話連絡をする事の両方
を行う事は不可能であり，透析受け入れ施設のマッチ
ングを JHAT（被災病院外）で請け負う活動は非常に
有用であった．
また，病院の業務再開後の 10月 16日，JHATに医
療支援を依頼した．看護師，臨床工学技士の週数間に
わたる透析室への派遣が決定し，10月 21日には谷病
院での血液透析を再開できた．院内清掃や片付けに多

図 10　房総半島における自衛隊の送電網復旧作業
（陸上自衛隊　東部方面隊@JGSDF_EA_PR）

表 18　令和元年房総半島台風（台風 15 号）透析不能施設県別・原因別集計

透析不能 停電 断水 支援透析 非常用電源
対応 給水貯水槽

静岡県 2 2 1 2 1

神奈川県 1 1 1

東京都 2 2 2 1 1 1

茨城県 4 4 2 2

千葉県 23 22 8 14 9 3

32 32 6 18 15 5

出典：赤塚による調査（未発表）
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くの人員を割かなければいけないなか，医療支援を受
けたことで，早期の血液透析医療の再開と平常時と遜
色ない医療の提供が可能となった．透析医療に精通し
たスタッフを派遣してもらえるシステムは，透析施設
が被災した場合大きなサポートとなった，と報告され
ている．
また，隣接する宮城県においても被害が広がったこ
とが報告されている．福島県と隣接する阿武隈川と鳴
瀬川の二つの河川が氾濫した．阿武隈川は観測地点の
ほとんどで過去最高水位となり，福島県，宮城県に大
きな被害をもたらした．宮城県では 3カ所の透析施設
が浸水の被害にあっており日本透析医会災害時情報ネ
ットワークへの書き込みにより，黒川郡大和町のまほ
ろばクリニック（装置 37台），柴田郡村田町の村田透
析クリニック（40台）が被災したことがわかった．
さらに県南部の仙南病院が被災していた．他の都県に
おいても，表 19にまとめたように透析不能施設がで
ている．
この時の台風は 15号とは一変して雨台風であった．

1都 5県，長野県から関東，南東北にいたるまでの透
析施設 15施設が透析不能となり，支援透析を受けた．
その原因は浸水・断水，およびそれが原因となった
停電など水にまつわるものばかりであった．この水害
は，我が国が国を挙げて進めているものの，東京の防
衛手段としてはある程度機能していることが理解され
るものの，そこ以外ではその計画の壮大さと，かかる
費用の莫大さから，「総合治水」は遅々として進まな
いものである．この毎年繰り返される水害の被害は，
地球温暖化に伴う気候変動がもたらすものであるわけ
で，日本全国どこでも起こりうる，いや世界のどこで
起きても不思議ではないものである102～105）．

5　結果ならびに考察

透析医療継続の脅威となった 25の災害を包括的に
レビューしてきた．内訳は，地震 11，水害 13，雪害
1であった．我が国は地震大国であると言われて久し
い．これは，25の災害のうち 11個が該当することか
らも明らかである．
しかし，近年になって風水害を中心とする気象災害
の規模・比率が高まっており，過去 10年に限れば気
象災害は，その頻度の多さも激しさもそれより以前と
は比較にならないものとなってきた．地球温暖化がそ
の激甚化の原因とする意見が有力ではあるが，地球そ
のものの気候変動の枠内のことであるという主張も根
強く残っており結論はでていない．
ともあれ，気象災害は地震以上に日本中どこでもい
つでも，突然に襲ってくるという特徴が徐々に明らか
になりつつある．だからこそ国土をくまなく災害対策
の整備が必要になるのであるが，その切り札たる「総
合治水」の計画は，天文学的な規模で，国を食い尽く
すほどの果てしない巨額な土木工事を誘発するという
点まで加味して考えると，気象災害を我が国から根絶
しようという企みそのものが現時点では無謀なことな
のかもしれない．
根絶できないのであれば，それは必ず起きるものと

の前提で我々は対策を立てる必要がある．そして我々
が今行っているような仕事を地道に繰り返し，レビュ
ーを積み重ねていくことは決して無駄ではない．この
報告が，透析医療を脅かす災害への対処のグランドデ
ザインを作る上での一助となることを願ってやまない．

6　結語および提言

具体的な対策を列挙し，提言としてまとめた．（次
ページの提言 1，提言 2）
これらの対策を駆使し，可能な限り自然災害からの
被災に備えるべきである．しかし，それらの対策をも
ってしても，被災を完全に免れることができないこと
が，これまでも数多く存在した．
そして，それらにどのように対処してきたか，を今
回のレビューでまとめた．我々が今行っているような
仕事を地道に繰り返し，レビューを積み重ねていくこ
とは決して無駄ではない．この報告が，透析医療を脅
かす災害への対処のグランドデザインを作る上での一

表 19　令和元年　台風 19 号による透析不能施設

都県 施設数 浸水 断水 停電 不明

茨城県 2 1 2

千葉県 2 2

東京都 2 2

長野県 1 1

福島県 5 1 4 1

宮城県 3 3

15 3 6 3 5

出典：赤塚による集計（未発表）



過去の支援透析を要した大規模災害に関する調査報告 495

【提言 1】

「透析医療における地震災害への対策について」

1. 透析医療における災害対策は二方向のアプローチ（透析室内災害対策の確立＝自助，

災害対策の広域化＝共助）が重要である．

2. 地震災害による操業不能原因は，ライフライン障害と施設損壊である．

3. 操業再開のための支援を受けることを困難にするのは通信障害である．

4. 施設損壊に対する自助は四つの対策を実施することが有用である．

・四つの対策とは以下のとおりの透析室内災害対策である．

・1981年の新耐震＊1に準拠した建築物においては，以下の 4つの対策で震度 6強ま

での地震被災の大半は防止できる．

①　患者監視装置のキャスターは Freeにする．

②　透析ベッドのキャスターはロックしておく．

③　透析液供給装置，ROはアンカーボルトなどで床面に固定する．＊2, ＊3

④　透析液供給装置，ROと機械室壁面との接合部は，フレキシブルチューブを

使用する．

　＊1　建築基準法新耐震基準 1981

　＊2　固定が困難な場合は，免震台に載せる

　＊3　震度 7に対しては，天井からの吊下げ固定の併用が有効106）

5. ライフライン障害は，共助によらないと解決は困難である．共助は日本透析医会災

害時情報ネットワークを使用し，公的機関の支援を受ける方法が望ましい．

6. 支援を困難にする通信障害に対しては，通信手段の多重化が必須である．これまで

解決には困難を極めたが，①臨時基地局の設置＝通信容量・キャパシティの飛躍的

な増大，②移動基地局の出動＝通信容量の一時的なキャリーシステム完備が著しく

進化し，また SNSの発達により通信システムの多重化が達成されつつある．

7. 具体的な人的支援を行う方法が，JHATの活動により大きく前進した．

【提言 2】

「透析医療における気象災害への対策について」

1. 早期からの情報収集

2. 事前の避難方法の確立

3. 早期避難の実行

4. 施設立地検討時からのハザードマップ活用

5. さらなる患者教育の徹底
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助となることを願ってやまない．

なお，本研究は厚生労働科学研究費補助金 腎疾患
政策研究事業「慢性腎臓病患者（透析患者等を含む）
に特有の健康課題に適合した災害時診療体制の確保に
資する研究」により実施した．本論文は，令和 2年度
研究年度終了報告書からの引用・転載である．

利益相反自己申告：申告すべきものなし

研究対象者に対する人権擁護上の配慮，研究方法に
よる研究対象者に対する不利益，危険性の排除や説明
と同意（インフォームド・コンセント）に関わる状況，
あるいは実験動物に対する動物愛護上の配慮：公的に
出版された文献のみに限定して資料として採用し，原
稿に記載した．個人的な調査により判明した事実を用
いるときは，その調査対象の個人情報を十分に保護す
るとともに，個人が特定されることのないよう十分な
配慮を行った．動物への実験などは行っていない．以
上の事項を忠実に実践することで，倫理面の問題が発
生しないと判断した．

知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）：なし
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